
 　 (単位：千円)

40,343,365 20,104,288

 

現 金 及 び 預 金 28,610,645 買 掛 金 11,113,558

売掛金及び契約資産 9,482,315 リ ー ス 債 務 1,534

商 品 4,975 未 払 金 699,454

仕 掛 品 356,055 未 払 費 用 789,942

前 払 費 用 1,800,920 未 払 法 人 税 等 499,510

そ の 他 88,453 未 払 消 費 税 等 1,657,224

前 受 金 729,890

預 り 金 768,056

賞 与 引 当 金 3,554,794

受注損失引当金 219,294

そ の 他 71,028

　固　定　資　産 21,252,812 2,664,704

   有形固定資産 3,534,509 退 職 給 付 引 当 金 2,513,842
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 11,350

建 物 1,356,858 長期リース債務 767

器 具 及 び 備 品 2,175,348 長 期 前 受 金 138,744

リ ー ス 資 産 2,301

             

             

   無形固定資産 9,922,126 22,768,992

             

ソ フ ト ウ ェ ア 7,700,425 (純 資 産 の 部)

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 仮 勘 定 2,212,980

そ の 他 8,719 38,842,461

             

   投資その他の資産 7,796,177 資 本 金 4,000,000

             

投 資 有 価 証 券 3,174,723 利 益 剰 余 金 38,210,271

敷金及び保証金 1,512,362

長 期 前 払 費 用 273,314   利 益 準 備 金 242,650

繰 延 税 金 資 産 2,835,776   その他利益剰余金 37,967,621

             

    繰越利益剰余金 37,967,621

自 己 株 式 △ 3,367,810

△ 15,275

その他有価証券評価差額金 △ 15,275

38,827,185

61,596,178 61,596,178

　株　主　資　本

   評価・換算差額等　

純　資　産　合　計

資　 産　 合　 計 負債及び純資産合計

負 　債 　合 　計

貸　借　対　照　表

（２０２６年３月３１日現在）

科      目 金　　　額 科      目 金　　　額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

  流　動　資　産   流　動　負　債

　固　定　負　債



 （単位：千円）

96,634,310

81,746,483

14,887,827

12,301,828

2,585,999

46,716

197,006 243,723

35 35

2,829,687

10,290 10,290

2,819,396

993,507

△ 308,987 684,520

2,134,876

売 上 原 価

損　益　計　算　書

(２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日まで）

科　　　　　　　　目 金               額

売 上 高

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他

営 業 外 費 用

そ の 他

経 常 利 益

当 期 純 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　【重要な会計方針】

①有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

     商品、仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定）

③固定資産の減価償却の方法

    有形固定資産（リース資産除く）

定率法（ただし、２０１６年４月１日以降に取得した建物附属設備について

は定額法）を採用しております。

    無形固定資産（リース資産除く）

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数はソフトウェア３～５年で

あります。

リース資産

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるファイナンス・リース

取引については、自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

を採用しております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

④引当金の計上基準

     賞 与 引 当 金

従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上して

おります。

     受注損失引当金

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当期末時点で将来の損失が見込ま

れ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能なものについて、将来の

損失見込額を計上しております。

退職給付引当金

従業員に対する退職金の支給に備えるため、当期末における退職給付債務の
見込額に基づき計上しております。数理計算上の差異は、発生年度において
一括費用処理しております。

役員退職慰労引当金 
役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、支給内規による期末要支給額
を計上しております。



⑤収益及び費用の計上基準

ソフト開発、ＡＳＰ等サービス、コンサルティング、保守サービスなど、一定の

期間にわたり履行義務が充足される契約は、履行義務の充足の進捗度に応じて

収益を認識しております。進捗度の測定は、事業年度の末日までに発生した原価が

予想される原価の合計に占める割合に基づいておりますが、提供したサービスの期

間に基づき履行義務が充足される契約の場合には経過期間に基づいております。

商品販売など、一時点で履行義務が充足される契約は、顧客に商品を引き渡した

時点で収益を認識しております。

２．貸借対照表に関する注記

①有形固定資産の減価償却累計額 ５，４７０，９５９千円

②関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 １，２１０，７１７千円
短期金銭債務 １７７，８９３千円

 

３．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

賞与引当金 １，１１９，７６０千円

退職給付引当金 ７９１，８６０千円

ソフトウェア ４７３，１２２千円

その他 ４５１，８２０千円

繰延税金資産小計 ２，８３６，５６４千円

評価性引当額 △７８７千円

繰延税金資産合計 ２，８３５，７７６千円



４．関連当事者との取引に関する注記

①親会社 （単位：千円）

名称
議決権等の
被所有割合

関連当事者
との関係

（注）上記の各取引は交渉のうえ合理的に決定しております。

５．１株当たり情報に関する注記

　１株当たり純資産額 ５４３，０３７円５６銭

　１株当たり当期純利益 ２９，８５８円４１銭

※記載金額は、表示単位未満を切り捨て、比率については四捨五入により表示しております。

取引の内容と金額（注） 期末残高

日本生命保険
相互会社

　直接
　８３．９％

ソフト開発業務
の受託他

ソフト開発他 ６２，１６６，６１９

売掛金及び
契約資産

１，２０９，６３３

前受金 ２７１，００９

長期前受金 ３，６２６


